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別海町水道事業経営戦略 
 

 

 

 

団 体 名： 別 海 町 

事 業 名： 水 道 事 業 

策 定 日： 令和 ３年 ３月 

計 画 期 間： 令和３年度 ～ 令和12年度 

 

 

 

 

１．事業概要 
 

（１）事業の現況 
 

① 給  水 

供用開始年月日 昭和45年３月１日 計画給水人口 16,000人 

法的（全部・財務） 

・非法的の区分 昭和59年３月31日 
現在給水人口 14,724人 

有収水量密度 0.04千㎥/ha 

有収水量密度＝年間総有収水量5,245.47千㎥÷給水区域面積131,141ha 

現在給水人口及び有収水量密度は令和元年度末現在の数値です。 

 

 

② 施  設 

水  源 ☑表流水、□ダム、□伏流水、☑地下水、□受水、☑その他（湧水） 

施 設 数 

浄水場設置数 ３箇所 

管 路 延 長 

導水管延長   21.04千ｍ 

送水管延長  142.51千ｍ 

配水管延長  931.48千ｍ 

合 計   1,095.03千ｍ 配水池設置数 ８箇所 

施設能力 26,600㎥/日 施設利用率 58.80％ 

施設利用率＝１日平均配水量15,642㎥/日÷１日配水能力26,600㎥/日 

管路延長及び施設利用率は令和元年度末現在の数値です。 
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③ 料  金 

料 金体系 の 

概要・考え方 

料金体系は用途別料金となっており、８種類の区分を定めています。また、

メーター使用料を併せて徴収しています。 

水道料金（表－１参照） 

家庭用、業務用、営農用及び浴場用は、それぞれで定める基本使用水量の

基本料金と超過して使用した場合には超過料金を徴収しています。 

準公共用、牧場用、臨時用及び季節用は、基本料金の設定はなく使用水量

に対して徴収しています。 

メーター使用料（表－２参照） 

使用した水量を計るメーター器を水道使用者に貸しているため、水道料金

と共に、メーター使用料も徴収しています。 

メーター使用料は、メーター器の口径及びメーターボックス有無に応じて

徴収しています。メーター器本体は、給水管と共に土中に設置され、計量法

に基づき８年毎の交換が必要となっており、メーター器を囲うボックスを設

置すると交換時の掘削作業のコストを抑えられることから、メーターボック

スを設置している方のメーター使用料は若干安く設定されています。 

毎月検針と隔月検針 

住宅が集中している市街地とその周辺は、毎月20日頃に検針員が使用水量

を検針して翌月に料金をいただいています。 

一戸一戸が離れている営農地域などは、検針にかかるコストを抑えるた

め、１か月目と２か月目は基本料金（メーター使用料を含む）のみをいただ

き、３か月目に検針を行い、基本使用水量超過分を精算させていただいてい

ます。 

料金改定年月日 平成９年６月１日   

消費税のみの改定は含まない 

 

表－１ 水道料金 

用 途 基本水量 基本料金 超過料金 

家庭用 ５㎥まで 983円 181円/㎥ 

業務用 10㎥まで 2,002円 205円/㎥ 

営農用 60㎥まで 6,600円 92円/㎥ 

浴場用 80㎥まで 7,216円 90円/㎥ 
 

表－２ メーター使用料 

メーター 

器の口径 

使 用 料 

メーターボックスの設置 

なし あり 

13mm 440円 335円 

20mm 561円 456円 

25mm 583円 478円 

40mm 803円 645円 

50mm 2,970円 2,813円 

75mm 3,337円 3,180円 
 

   

用 途 
使用水量 

1㎥につき 
備  考 

準公共 205円/㎥ 
地域会館等の公共施設に

準ずる施設 

牧場用 92円/㎥ 放牧地 

臨時用 338円/㎥ 
工事現場等で一時的に使

用 

季節用 338円/㎥ 
毎年、季節に応じて使用す

る施設 
   

 

 

 

④ 組  織 
 

別海町の水道事業は、建設水道部上下水道課が担当しています。 

上下水道課の職員は、令和２年度現在で１２人であり、水道事業の他に、下水道事業及び浄化槽

事業も兼務しています。 

このうち、水道事業会計には、損益勘定職員６人、資本勘定職員１人の合計７人を計上しており、

職種別では事務職員が４人、技術職員が３人となっています。 

 

  



3 

（２）これまでの主な経営健全化の取組 
 

 
 

これまでの、民間活用や施設の統廃合、広域化等の経営健全化に寄与すると考えられる取組は、

以下のようになっています。 

 

また、平成26年にアセットマネジメントを行い、水道事業ビジョン「べつかい水プラン」を作成し

て各種政策を進め、令和元年度にアセットマネジメントの見直し、令和２年度は水道事業ビジョン

の見直しを行っています。 

 

民間活用 

検 針 メーター検針業務を一部委託しています。 

料 金 徴 収 
料金徴収は一部委託で行っており、コンビニエンスストアでの

納付やスマートフォン決済サービスなども活用しています。 

施 設 管 理 
浄水場・配水池施設・量水器施設・管理センター等の巡回監視・

運転操作監視・保守点検等を一部委託しています。 

管 路 等 維 持 
導水管、送水管、配水管及び不随する工作物の管路パトロール

等を一部委託しています。 

水 質 検 査 一部委託しています。 

施 設 の 統 廃 合 

別海町水道事業は、昭和42年に一部地区の簡易水道施設を創設

し、昭和48年から新酪農村建設事業に併せ、農用地開発公団事業

農業用用水施設と簡易水道施設との共同事業による整備を約10

年かけて完成させ、昭和59年から公営企業法適用の上水道事業と

なり、現在に至ります。 

広 域 化 

北海道が策定を進める水道広域化推進プランの策定に向けた

地区別検討会議へ参加し、近隣市町村との広域化可否等の検討を

進めています。 
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（３）経営比較分析表を活用した現状分析 
 

経営比較分析表（平成30年度決算、別表参照）により、別海町水道事業と全国平均及び類似団体の

経営指標の平均値を比較して、経営の健全性・効率性及び老朽化の現状を分析しています。 

 

経常収支比率は100％以上で推移し、料金回収率も類似団体平均と比べて高い水準を維持し、経営

は安定しているといえます。 

しかしながら、有形固定資産償却率から読み取れるとおり施設の老朽化が進んでおり、今後は、

法定耐用年数経過施設等の更新事業による費用の増加が見込まれるため、アセットマネジメントに

より更新投資の平準化を図り、安定的な収入の確保及び企業債の適正管理が必要と考えています。 

したがって、経営戦略を策定し、健全性及び効率性を維持した中で、必要な更新事業等を実施し

ていきます。 

また、近隣市町村と情報共有の場を設け、連携に努めたいと考えています。 

 

なお、令和元年度決算における別海町の経営指標は以下のようになっており、各項目の傾向に大

きな変化はありません。 

 

経営の健全性・

効率性について 

(令和元年度決算) 

①経常収支比率 

 経常収益1,015,873千円÷経常費用782,518千円＝129.82％ 

②累積欠損金比率 

 当年度未処理欠損金0千円÷(営業収益－受託工事収益)＝0.00％ 

③流動比率 

 流動資産2,746,113千円÷流動負債227,905千円＝1,204.94％ 

④企業債残高対給水収益比率 

 企業債現在残高合計1,917,602千円÷給水収益631,442千円＝303.69％ 

⑤料金回収率 

 供給単価120.38円/㎥÷給水原価81.05円/㎥＝148.53％ 

 供給単価＝給水収益631,442千円÷年間総有収水量5,245.47千㎥＝120.38円/㎥ 

⑥給水原価 

 {経常費用782,518千円－(受託工事費193千円＋材料及び不用品売却原価0千円 

 ＋付帯事業費0千円)－長期前受金戻入357,156千円}÷年間総有収水量5,245.47千㎥＝81.05円/㎥ 

⑦施設利用率 

 一日平均配水量15,642㎥/日÷一日配水能力26,600㎥/日＝58.80％ 

⑧有収率 

 年間総有収水量5,245.47千㎥÷年間総配水量5,724.97千㎥＝91.62％ 

老朽化の状況 

に つ い て 

(令和元年度決算) 

①有形固定資産減価償却率 

 有形固定資産減価償却累計額12,118,905千円÷有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価24,727,786千円 

＝49.01％ 

②管路経年化率 

 法定耐用年数を経過した管路延長510.75千ｍ÷管路延長1,095.03千ｍ＝46.64％ 

③管路更新率 

 当該年度に更新した管路延長1.38千ｍ÷管路延長1,095.03千ｍ＝0.13％ 

「経営比較分析表」（平成30年度決算）は、別海町水道事業の各種経営指標を、全国の水道運営団体

2,073箇所の平均及び別海町水道事業の類似団体（Ａ７区分：現在給水人口規模１万人以上1.5万人未

満）130箇所の平均と比較したものです。 

参考：北海道内のＡ７区分は、芦別市、浦河町、岩内町、栗山町、斜里町、森町、西空知広域水道企業

団、日高町、八雲町、別海町の10か所です。（平成30年度末現在） 

  



5 

 

グ
ラ

フ
凡

例
当

該
団

体
値

（
当

該
値

）

類
似

団
体

平
均

値
（

平
均

値
）

平
成

3
0
年

度
全

国
平

均

経
営

比
較

分
析

表
（

平
成

3
0
年

度
決

算
）

北
海

道
　

別
海

町

業
務

名
業

種
名

事
業

名
類

似
団

体
区

分
管

理
者

の
情

報
人

口
（

人
）

面
積

(
k
m
2
)

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

1
,
3
1
9
.
6
3

1
1
.
5
0

■

資
金

不
足

比
率

(
％

)
自

己
資

本
構

成
比

率
(
％

)
普

及
率

(
％

)
1
か

月
2
0
ｍ

3
当

た
り

家
庭

料
金

(
円

)
現

在
給

水
人

口
(
人

)
給

水
区

域
面

積
(
k
m
2
)

給
水

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

法
適

用
水

道
事

業
末

端
給

水
事

業
A
7

非
設

置
1
5
,
1
7
1

－

-
8
9
.
7
5

9
9
.
2
3

4
,
0
6
7

1
4
,
8
6
5

1
,
2
0
9
.
1
6

1
2
.
2
9

【
】

全
体

総
括

　
経

常
収

支
比

率
は

1
0
0
％

以
上

で
推

移
し

、
料

金
回

収
率

も
類

似
団

体
平

均
と

比
べ

て
高

い
水

準
を

維
持

し
、

経
営

は
安

定
し

て
い

る
と

い
え

る
が

、
有

形
固

定
資

産
償

却
率

及
び

管
路

更
新

率
か

ら
読

み
取

れ
る

と
お

り
施

設
の

老
朽

化
が

進
ん

で
お

り
、

今
後

は
、

法
定

耐
用

年
数

経
過

施
設

等
の

更
新

事
業

に
よ

る
費

用
の

増
加

が
見

込
ま

れ
る

た
め

、
ア

セ
ッ

ト
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
に

よ
り

更
新

投
資

の
平

準
化

を
図

り
、

安
定

的
な

収
入

の
確

保
及

び
企

業
債

の
適

正
管

理
が

必
要

と
考

え
る

。
　

令
和

２
年

度
に

は
経

営
戦

略
を

策
定

す
る

こ
と

か
ら

、
健

全
性

及
び

効
率

性
を

維
持

し
た

中
で

、
必

要
な

更
新

事
業

等
を

実
施

し
て

い
き

た
い

。
　

ま
た

、
近

隣
市

町
村

と
情

報
共

有
の

場
を

設
け

、
連

携
に

努
め

た
い

。

分
析

欄

1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
に

つ
い

て

①
経

営
収

支
比

率
は

、
1
0
0
％

を
上

回
る

黒
字

経
営

が
続

い
て

お
り

、
類

似
団

体
平

均
を

上
回

っ
て

い
る

。

②
累

積
欠

損
金

比
率

は
、

こ
れ

ま
で

発
生

し
て

い
な

い
。

③
流

動
比

率
は

、
毎

年
度

1
0
0
％

を
大

き
く

上
回

り
、

一
年

以
内

に
支

払
う

債
務

に
対

す
る

支
払

能
力

が
あ

る
と

い
え

る
。

④
企

業
債

残
高

対
給

水
収

益
比

率
は

、
類

似
団

体
平

均
よ

り
も

低
く

な
っ

て
い

る
が

、
前

年
度

と
比

べ
微

増
と

な
り

、
こ

れ
は

施
設

・
設

備
の

更
新

等
に

よ
る

企
業

債
借

入
を

行
っ

た
た

め
で

あ
る

。
今

後
も

、
老

朽
化

し
た

施
設

・
設

備
の

更
新

を
控

え
、

上
昇

見
込

み
と

な
っ

て
い

る
。

⑤
料

金
回

収
率

は
、

安
定

し
て

1
0
0
％

を
上

回
っ

て
お

り
、

給
水

に
係

る
費

用
は

給
水

収
益

（
水

道
料

金
収

入
）

で
賄

え
て

い
る

。

⑥
給

水
原

価
は

、
類

似
団

体
平

均
よ

り
も

低
く

抑
え

ら
れ

て
い

る
が

、
今

後
は

企
業

債
利

息
の

支
払

い
が

増
加

す
る

見
込

み
で

あ
り

、
業

務
の

見
直

し
や

効
率

化
に

よ
り

費
用

削
減

に
取

り
組

む
必

要
が

あ
る

。

⑦
施

設
の

利
用

率
は

、
継

続
的

に
類

似
団

体
平

均
値

を
上

回
っ

て
い

る
が

、
平

成
3
0
年

度
は

前
年

度
よ

り
配

水
量

が
減

少
し

た
こ

と
か

ら
数

値
が

減
少

し
て

い
る

。

⑧
有

収
率

は
、

類
似

団
体

平
均

を
上

回
っ

て
お

り
、

平
成

3
0
年

度
は

漏
水

箇
所

調
査

・
修

繕
を

実
施

し
た

た
め

、
前

年
度

よ
り

上
昇

し
て

い
る

。

2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

①
有

形
固

定
資

産
減

価
償

却
率

は
、

類
似

団
体

平
均

よ
り

高
く

、
年

々
増

加
傾

向
に

あ
り

、
施

設
の

老
朽

化
が

進
ん

で
い

る
。

②
管

路
経

年
化

比
率

は
、

平
成

2
7
年

度
以

降
法

定
耐

用
年

数
を

迎
え

た
管

路
が

増
加

し
て

お
り

、
類

似
団

体
平

均
を

大
き

く
上

回
っ

て
い

る
。

今
後

も
増

加
が

見
込

ま
れ

、
計

画
的

な
更

新
が

必
要

と
な

っ
て

い
る

。

③
管

路
更

新
率

は
、

類
似

団
体

平
均

を
下

回
っ

て
い

る
が

が
、

平
成

2
8
年

度
に

は
国

営
か

ん
が

い
排

水
事

業
別

海
南

部
地

区
で

実
施

さ
れ

た
管

路
更

新
が

完
了

し
引

継
が

行
わ

れ
て

お
り

、
今

後
も

同
事

業
北

部
地

区
で

順
次

更
新

予
定

と
な

っ
て

い
る

。
2
.
 
老

朽
化

の
状

況

0.
00

1.
00

2.
00

3.
00

4.
00

5.
00

6.
00

7.
00

8.
00

9.
00

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

当
該
値

0.
08

0.
27

8.
29

0.
07

0.
25

平
均
値

0.
66

0.
99

0.
71

0.
39

0.
43

0.
00

20
.0
0

40
.0
0

60
.0
0

80
.0
0

10
0.
0
0

12
0.
0
0

14
0.
0
0

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

当
該
値

13
0.
4
0

13
3.
1
1

12
3.
0
0

12
1.
2
6

12
5.
1
2

平
均
値

11
0.
0
1

11
1.
2
1

11
1.
7
1

11
0.
0
2

10
8.
7
6

40
.0
0

42
.0
0

44
.0
0

46
.0
0

48
.0
0

50
.0
0

52
.0
0

54
.0
0

56
.0
0

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

当
該
値

52
.6
0

53
.7
2

45
.6
2

47
.1
2

48
.9
1

平
均
値

46
.6
6

47
.4
6

48
.4
9

46
.6
1

47
.9
7

0.
00

5.
00

10
.0
0

15
.0
0

20
.0
0

25
.0
0

30
.0
0

35
.0
0

40
.0
0

45
.0
0

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

当
該

値
4.
60

13
.6
0

21
.6
3

34
.2
4

41
.9
1

平
均

値
9.
85

9.
71

12
.7
9

10
.8
4

15
.3
3

①
経

常
収
支
比

率
(％

)

0.
00

1.
00

2.
00

3.
00

4.
00

5.
00

6.
00

7.
00

8.
00

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

当
該
値

0.
00

0.
00

0.
00

0.
00

0.
00

平
均
値

2.
80

1.
93

1.
72

7.
31

7.
48

0.
00

50
0.
0
0

1,
00
0
.0
0

1,
50
0
.0
0

2,
00
0
.0
0

2,
50
0
.0
0

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

当
該
値

1,
94
4
.8
9

1,
80
8
.7
5

1,
62
5
.1
2

1,
41
8
.1
8

1,
40
1
.3
6

平
均
値

38
1.
5
3

39
1.
5
4

38
4.
3
4

35
5.
2
7

35
9.
7
0

0.
00

50
.0
0

10
0.
0
0

15
0.
0
0

20
0.
0
0

25
0.
0
0

30
0.
0
0

35
0.
0
0

40
0.
0
0

45
0.
0
0

50
0.
0
0

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

当
該
値

32
2.
5
0

29
6.
7
4

27
8.
1
8

25
1.
9
8

25
4.
9
0

平
均
値

39
3.
2
7

38
6.
9
7

38
0.
5
8

45
8.
2
7

44
7.
0
1

0.
00

20
.0
0

40
.0
0

60
.0
0

80
.0
0

10
0.
0
0

12
0.
0
0

14
0.
0
0

16
0.
0
0

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

当
該
値

14
8.
8
7

15
0.
5
4

13
9.
5
0

13
2.
6
6

14
1.
5
7

平
均
値

10
0.
4
7

10
1.
7
2

10
2.
3
8

96
.7
7

95
.8
1

0.
00

20
.0
0

40
.0
0

60
.0
0

80
.0
0

10
0.
0
0

12
0.
0
0

14
0.
0
0

16
0.
0
0

18
0.
0
0

20
0.
0
0

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

当
該
値

81
.7
9

81
.3
1

87
.3
9

91
.2
0

85
.1
0

平
均
値

16
9.
8
2

16
8.
2
0

16
8.
6
7

18
7.
1
8

18
9.
5
8

50
.0
0

52
.0
0

54
.0
0

56
.0
0

58
.0
0

60
.0
0

62
.0
0

64
.0
0

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

当
該

値
57
.9
4

59
.4
3

61
.1
1

62
.1
4

60
.5
3

平
均

値
55
.1
3

54
.7
7

54
.9
2

55
.8
8

55
.2
2

74
.0
0

76
.0
0

78
.0
0

80
.0
0

82
.0
0

84
.0
0

86
.0
0

88
.0
0

90
.0
0

92
.0
0

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

当
該
値

91
.0
8

89
.0
4

85
.8
4

85
.9
6

88
.3
5

平
均
値

83
.0
0

82
.8
9

82
.6
6

80
.9
9

80
.9
3

②
累
積

欠
損
金
比

率
(％

)
③

流
動

比
率

(％
)

④
企

業
債
残
高

対
給

水
収

益
比
率

(％
)

⑤
料
金

回
収
率

(％
)

⑥
給

水
原

価
(円

)
⑦
施

設
利

用
率

(％
)

⑧
有

収
率

(％
)

①
有

形
固

定
資

産
減

価
償
却

率
(％

)
②
管

路
経

年
化
率

(％
)

③
管
路

更
新
率
(％

)

【
1
1
2.
8
3
】

【
1
.
05
】

【
2
61
.
9
3
】

【
2
7
0
.
46
】

【
8
9
.
92
】

【
60
.
2
7
】

【
1
6
7
.
11
】

【
1
0
3.
9
1
】

【
4
8
.8
5
】

【
1
7
.8
0
】

【
0
.7
0
】

※
最

新
公

表
デ
ー
タ

（
令
和

元
年
度
末

現
在
）
 



6 

２．将来の事業環境 
 

（１）給水人口の予測 
 

現況では行政区域内人口が微減傾向にあることから、給水人口も微減しています。 

また、普及率は既に99.2％台に達して、安定しています。 

将来の給水人口等は、平成31年３月29日に改定された「経営戦略策定・改定ガイドライン」に基

づき、高位・中位・低位の３パターンで予測します。 

高位予測では、行政区域内人口を第７次別海町総合計画（以下「７次計」という。）の目標値をベ

ースとし、普及率がさらに向上した場合（長期的に100％）を仮定します。 

中位予測では、行政区域内人口を高位予測と同人口とし、普及率は現況値（99.2％）で一定と仮

定します。 

一方、低位予測では、行政区域内人口を７次計の推計値をベースとし、普及率は中位予測と同じ

と仮定します。 

 

行政区域内人口＝７次計（目標値又は推計値） 

給水区域内人口＝行政区域内人口 

給 水 人 口＝給水区域内人口×普及率 

 

項  目 給 水 人 口 

令和元年度 決  算 14,724人（普及率99.2％） 

令和12年度 

高位予測 12,700人（７次計の目標値ベース、普及率向上） 

中位予測 12,675人（７次計の目標値ベース、普及率一定） 

低位予測 12,518人（７次計の推計値ベース、普及率一定） 

 

以上の結果から、給水人口は令和元年度決算時点の14,724人と比較し、2,024～2,206人程度減少

することが予測されます。 

 

 

 
図－１ 給水人口の見通し 
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（２）水需要の予測 
 

別海町の水道事業は、農業用用水の供給を兼ねているため、住民が使用する家庭用有収水量より

も、乳牛の飼育等に使用する営農用有収水量が多い特徴があります。 

そのため、水需要については、給水人口の減少より緩やかな減少になると予測されます。 

 

有収水量（料金徴収の対象となる水量） 

家庭用＝一人当り家庭用有収水量（実績平均～実績最大）×給水人口 

業務用＝10年平均、近年3年平均又は減少傾向 

季節用＝実績平均で一定（高位、中位、低位共通） 

営農用＝実績最大又は実績平均で一定 

牧場用＝実績平均で一定（高位、中位、低位共通） 

その他＝実績平均で一定（高位、中位、低位共通） 

根室市使用水量＝実績最大または実績平均 

 

項  目 水 需 要 （ 有 収 水 量 ） 

令和元年度 決  算 5,245.47千㎥（町内13,258＋根室市1,073≒14,332㎥/日、366日） 

令和12年度 

高位予測 5,142.49千㎥（町内12,985＋根室市1,104＝14,089㎥/日、366日） 

中位予測 5,004.88千㎥（町内12,674＋根室市1,038＝13,712㎥/日、366日） 

低位予測 4,947.94千㎥（町内12,518＋根室市1,038＝13,556㎥/日、366日） 

    

 
図－２ 水需要の予測（町内） 

 
図－３ 用途別水需要の中位予測（町内）  
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（３）料金収入の見通し 
 

現況供給単価120.38円/㎥（令和元年度決算）で一定とする場合、10年後（令和12年度）の料金収

入は微減すると予想されます。 

 

 

項  目 料 金 収 入 な ど 

令和元年度 決  算 631,442千円（631,442千円÷有収水量5,245.47千㎥＝120.38円/㎥） 

令和12年度 

高位予測 有収水量 5,143.95千㎥×120.38円/㎥＝619,229千円 

中位予測 有収水量 5,004.88千㎥×120.38円/㎥＝602,487千円 

低位予測 有収水量 4,947.94千㎥×120.38円/㎥＝595,633千円 

    

令和元年度実績と比較して、令和12年度の給水人口は85％程度に減少すると予測しています。 

一方、住民が使用する家庭用有収水量よりも、乳牛の飼育等に使用する営農用有収水量が多い特

徴から、営農状況に大きな変化がなければ有収水量の減少は95％程度となり、供給単価を維持する

場合においても、料金収入は95％程度確保できる見通しです。 

 

 

 
 

図－４ 料金収入の見通し 

 

 
図－５ 料金収入の見通しの中位予測 
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（４）施設の見通し 
 

別海町の水道施設（躯体、設備、管路、システム等）の現在価値（国土交通省建設工事デフレータ

による）は約293億円です。 

このうち、耐用年数の1.5倍の期間を超えて使用している老朽化資産はわずか4％程度です。 

現在、耐用年数40年を超えて老朽化した管路や重要設備の一部について、国営環境保全型かんが

い排水事業等により更新を実施中です。 

これらの施策を確実に進めることにより、今後も水道施設を良好な状態に維持できる見通しです。 

 

 

 
図－６ 施設の現況 

 

 
図－７ 施設の健全度の推移 

 

 

 

（５）組織の見通し 
 

現在、水道事業会計には、損益勘定所属が６名、資本勘定所属が１名の合計７名を計上していま

す。 

今後は、施設の更新事業が増えるため、人員の充実を図りたいと考えています。 
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３．経営の基本方針 
 

現行の経営体制・手法で、健全な事業運営が実施できており、引き続き施設の計画的な整備と改

修を行い、長寿命化を図る方針です。 

 

 

 

 

 
図－８ 地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況 
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４．投資・財政計画（収支計画） 
 

（１）投資・財政計画（収支計画） 
 

今後10年間の事業計画（投資計画）に対して、給水人口及び有収水量が中位予測で推移し、料金

改定を行わない場合を仮定して、財政計画（収支計画）を検討します。 

その結果、人口減少により、料金収入が微減する中、収益的収支及び資本的収支は、下記のよう

に推移します。 

 

項 目 概  要 

収益的 

収 支 

収入 
収益的収入は令和10年度までは横ばいで推移しますが、令和10年度以降は国

庫補助金（又は受贈）により長期前受金戻入が増加します。 

支出 収益的支出では、更新事業の進行に伴い減価償却費が増加します。 

合計 
収支の規模は増減しますが、計画期間の収益的収支はバランスを保つことが

できる見通しです。 

資本的 

収 支 

収入 資本的収入は主に、事業費（建設改良費）に充てる企業債借入金です。 

支出 資本的支出は主に、建設改良費と企業債の元金償還です。 

合計 資本的収入が支出に不足する額は、補填財源を使用します。 

補 填 財 源 
減債積立金、消費税資本的収支調整額、損益勘定留保資金、利益積立金の順に

補填します。 

    

 

 

 
図－９ 投資・財政計画（収支計画） 
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3
1
,
4
4
2

6
2
9
,
4
7
9

6
1
3
,
4
7
2

6
1
3
,
9
1
9

6
1
1
,
0
1
2

6
0
9
,
6
9
3

6
0
8
,
4
1
9

6
0
8
,
5
4
4

6
0
5
,
7
8
3

6
0
4
,
6
8
4

6
0
3
,
5
8
6

6
0
4
,
1
3
8

(
2
)
受

託
工

事
収

益
B

2
3
1

5
5
1

9
0
9

9
0
9

9
0
9

9
0
9

9
0
9

9
0
9

9
0
9

9
0
9

9
0
9

9
0
9

9
0
9

(
3
)
そ

の
他

6
,
3
4
4

5
,
8
8
9

5
,
8
8
9

5
,
8
8
9

5
,
8
8
9

5
,
8
8
9

5
,
8
8
9

5
,
8
8
9

5
,
8
8
9

5
,
8
8
9

5
,
8
8
9

5
,
8
8
9

5
,
8
8
9

2
.
営

業
外

収
益

3
5
7
,
2
4
1

3
7
7
,
9
9
1

3
4
1
,
6
5
9

3
5
9
,
2
1
2

3
5
5
,
3
5
4

3
5
3
,
8
7
0

3
5
3
,
4
9
4

3
5
9
,
2
4
6

3
5
4
,
1
9
5

2
7
8
,
3
3
5

5
9
2
,
8
1
7

5
8
9
,
8
5
8

5
7
0
,
5
2
3

(
1
)
補

助
金

2
8
5

1
4
0

1
7
6

1
7
6

1
7
6

1
7
6

1
7
6

1
7
6

1
7
6

1
7
6

1
7
6

1
7
6

1
7
6

他
会

計
補

助
金

2
8
5

1
4
0

1
7
6

1
7
6

1
7
6

1
7
6

1
7
6

1
7
6

1
7
6

1
7
6

1
7
6

1
7
6

1
7
6

そ
の

他
補

助
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

(
2
)
長

期
前

受
金

戻
入

3
4
8
,
6
9
2

3
5
7
,
1
5
6

3
3
4
,
2
7
0

3
5
1
,
8
2
3

3
4
7
,
9
6
5

3
4
6
,
4
8
1

3
4
6
,
1
0
5

3
4
4
,
1
2
8

3
2
7
,
1
9
2

2
4
6
,
4
5
6

5
6
0
,
9
3
8

5
5
7
,
9
7
9

5
5
0
,
5
2
9

(
3
)
そ

の
他

8
,
2
6
4

2
0
,
6
9
5

7
,
2
1
3

7
,
2
1
3

7
,
2
1
3

7
,
2
1
3

7
,
2
1
3

1
4
,
9
4
2

2
6
,
8
2
7

3
1
,
7
0
3

3
1
,
7
0
3

3
1
,
7
0
3

1
9
,
8
1
8

収
入

計
C

9
8
9
,
3
4
3

1
,
0
1
5
,
8
7
3

9
7
7
,
9
3
6

9
7
9
,
4
8
2

9
7
6
,
0
7
1

9
7
1
,
6
8
0

9
6
9
,
9
8
5

9
7
4
,
4
6
3

9
6
9
,
5
3
7

8
9
0
,
9
1
6

1
,
2
0
4
,
2
9
9

1
,
2
0
0
,
2
4
2

1
,
1
8
1
,
4
5
9

1
.
営

業
費

用
7
5
5
,
7
9
9

7
5
1
,
1
7
1

7
6
9
,
7
5
4

8
2
5
,
0
3
8

8
2
7
,
1
3
5

8
2
9
,
5
9
1

8
3
7
,
6
5
2

8
3
6
,
5
3
6

8
2
0
,
2
4
3

7
2
3
,
5
4
3

1
,
0
3
5
,
6
1
6

1
,
0
4
0
,
3
1
5

1
,
0
4
3
,
9
3
8

(
1
)
職

員
給

与
費

4
2
,
2
2
1

4
2
,
5
7
9

4
5
,
0
9
9

4
5
,
1
0
1

4
5
,
1
0
1

4
5
,
1
0
1

4
5
,
1
0
1

4
5
,
1
0
1

4
5
,
1
0
1

4
5
,
1
0
1

4
5
,
1
0
1

4
5
,
1
0
1

4
5
,
1
0
1

　
　

　
　

 
基

 
 
本

 
 
給

基
本

給
2
0
,
1
5
3

2
0
,
6
3
3

2
0
,
0
2
0

2
0
,
0
2
2

2
0
,
0
2
2

2
0
,
0
2
2

2
0
,
0
2
2

2
0
,
0
2
2

2
0
,
0
2
2

2
0
,
0
2
2

2
0
,
0
2
2

2
0
,
0
2
2

2
0
,
0
2
2

退
職

給
付

金
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

　
　

　
　

 
そ

 
 
の

 
 
他

そ
の

他
2
2
,
0
6
8

2
1
,
9
4
6

2
5
,
0
7
9

2
5
,
0
7
9

2
5
,
0
7
9

2
5
,
0
7
9

2
5
,
0
7
9

2
5
,
0
7
9

2
5
,
0
7
9

2
5
,
0
7
9

2
5
,
0
7
9

2
5
,
0
7
9

2
5
,
0
7
9

(
2
)
経

　
費

1
5
8
,
0
3
9

1
6
3
,
9
8
0

1
8
7
,
9
3
8

1
8
7
,
9
3
8

1
8
7
,
9
3
8

1
8
7
,
9
3
8

1
8
7
,
9
3
8

1
8
7
,
9
3
8

1
8
7
,
9
3
8

1
8
7
,
9
3
8

1
8
7
,
9
3
8

1
8
7
,
9
3
8

1
8
7
,
9
3
8

　
　

　
　

 
事

 
 
務

 
 
費

動
力

費
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

　
　

 
　

　
維

持
修

繕
費

修
繕

費
1
5
,
8
7
7

1
5
,
8
7
7

2
3
,
5
2
9

2
3
,
5
2
9

2
3
,
5
2
9

2
3
,
5
2
9

2
3
,
5
2
9

2
3
,
5
2
9

2
3
,
5
2
9

2
3
,
5
2
9

2
3
,
5
2
9

2
3
,
5
2
9

2
3
,
5
2
9

　
　

　
　

 
動

 
 
力

 
 
費

材
料

費
3
,
3
3
6

3
,
3
3
6

5
,
1
4
7

5
,
1
4
7

5
,
1
4
7

5
,
1
4
7

5
,
1
4
7

5
,
1
4
7

5
,
1
4
7

5
,
1
4
7

5
,
1
4
7

5
,
1
4
7

5
,
1
4
7

　
　

　
　

 
薬

　
品

　
費

そ
の

他
1
3
8
,
8
2
6

1
4
4
,
7
6
7

1
5
9
,
2
6
2

1
5
9
,
2
6
2

1
5
9
,
2
6
2

1
5
9
,
2
6
2

1
5
9
,
2
6
2

1
5
9
,
2
6
2

1
5
9
,
2
6
2

1
5
9
,
2
6
2

1
5
9
,
2
6
2

1
5
9
,
2
6
2

1
5
9
,
2
6
2

(
3
)
減

価
償

却
費

5
5
5
,
5
3
9

5
4
4
,
6
1
2

5
3
6
,
7
1
7

5
9
1
,
9
9
9

5
9
4
,
0
9
6

5
9
6
,
5
5
2

6
0
4
,
6
1
3

6
0
3
,
4
9
7

5
8
7
,
2
0
4

4
9
0
,
5
0
4

8
0
2
,
5
7
7

8
0
7
,
2
7
6

8
1
0
,
8
9
9

2
.
営

業
外

費
用

3
4
,
9
4
5

3
1
,
3
4
6

2
8
,
4
5
2

2
3
,
7
2
3

2
1
,
5
9
7

2
0
,
6
0
2

1
8
,
7
5
1

2
0
,
1
3
3

1
8
,
3
8
6

1
7
,
6
7
6

1
7
,
3
6
4

1
8
,
2
1
6

2
0
,
6
7
3

(
1
)
支

払
利

息
3
4
,
5
2
8

3
0
,
8
8
0

2
8
,
1
0
2

2
3
,
3
7
3

2
1
,
2
4
7

2
0
,
2
5
2

1
8
,
4
0
1

1
9
,
7
8
3

1
8
,
0
3
6

1
7
,
3
2
6

1
7
,
0
1
4

1
7
,
8
6
6

2
0
,
3
2
3

(
2
)
そ

の
他

4
1
7

4
6
6

3
5
0

3
5
0

3
5
0

3
5
0

3
5
0

3
5
0

3
5
0

3
5
0

3
5
0

3
5
0

3
5
0

支
出

計
D

7
9
0
,
7
4
4

7
8
2
,
5
1
7

7
9
8
,
2
0
6

8
4
8
,
7
6
1

8
4
8
,
7
3
2

8
5
0
,
1
9
3

8
5
6
,
4
0
3

8
5
6
,
6
6
9

8
3
8
,
6
2
9

7
4
1
,
2
1
9

1
,
0
5
2
,
9
8
0

1
,
0
5
8
,
5
3
1

1
,
0
6
4
,
6
1
1

収
　

支
　

差
　

引
E
=
C
-
D

1
9
8
,
5
9
9

2
3
3
,
3
5
6

1
7
9
,
7
3
0

1
3
0
,
7
2
1

1
2
7
,
3
3
9

1
2
1
,
4
8
7

1
1
3
,
5
8
2

1
1
7
,
7
9
4

1
3
0
,
9
0
8

1
4
9
,
6
9
7

1
5
1
,
3
1
9

1
4
1
,
7
1
1

1
1
6
,
8
4
8

特
　

別
　

利
　

益
F

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

特
　

別
　

損
　

失
G

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

特
　

別
　

損
　

益
H
=
F
-
G

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

当
年

度
純

利
益

（
又

は
純

損
失

）
E
+
H

1
9
8
,
5
9
9

2
3
3
,
3
5
6

1
7
9
,
7
3
0

1
3
0
,
7
2
1

1
2
7
,
3
3
9

1
2
1
,
4
8
7

1
1
3
,
5
8
2

1
1
7
,
7
9
4

1
3
0
,
9
0
8

1
4
9
,
6
9
7

1
5
1
,
3
1
9

1
4
1
,
7
1
1

1
1
6
,
8
4
8

繰
越

利
益

剰
余

金
又

は
累

積
欠

損
金

I
1
,
8
1
0
,
8
2
1

1
,
8
9
4
,
4
7
1

1
,
9
1
0
,
4
0
4

1
,
8
2
7
,
5
7
6

1
,
7
2
8
,
1
8
9

1
,
6
0
2
,
1
5
4

1
,
4
6
2
,
5
6
8

1
,
3
1
5
,
1
8
9

1
,
1
8
9
,
2
1
0

1
,
0
8
7
,
7
5
5

1
,
0
0
3
,
5
2
2

9
2
7
,
4
6
5

8
7
1
,
2
4
1

流
　

動
　

資
　

産
J

2
,
5
1
8
,
3
1
6

2
,
7
4
6
,
1
1
3

2
,
7
3
9
,
2
0
3

2
,
6
7
0
,
2
9
2

2
,
6
7
2
,
2
1
6

2
,
6
5
9
,
7
0
2

2
,
6
5
4
,
0
2
3

2
,
6
4
8
,
5
3
9

2
,
6
4
9
,
0
7
7

2
,
6
3
7
,
1
9
1

2
,
6
3
2
,
4
5
9

2
,
6
2
7
,
7
3
2

2
,
6
3
0
,
1
0
9

う
ち

未
収

金
1
7
,
1
3
4

4
5
,
9
9
1

4
5
,
8
7
5

4
4
,
7
2
1

4
4
,
7
5
3

4
4
,
5
4
4

4
4
,
4
4
8

4
4
,
3
5
7

4
4
,
3
6
6

4
4
,
1
6
7

4
4
,
0
8
7

4
4
,
0
0
8

4
4
,
0
4
8

流
　

動
　

負
　

債
K

1
7
9
,
7
0
5

2
2
7
,
9
0
5

2
3
3
,
5
4
3

2
5
0
,
3
1
6

2
5
0
,
9
5
2

2
5
1
,
6
9
8

2
5
4
,
1
4
3

2
5
3
,
8
0
5

2
4
8
,
8
6
1

2
1
9
,
5
2
3

3
1
4
,
2
0
5

3
1
5
,
6
3
1

3
1
6
,
7
3
0

う
ち

一
次

借
入

金
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

う
ち

未
払

金
1
2
,
1
4
9

1
0
,
8
7
1

1
1
,
1
4
0

1
1
,
9
4
0

1
1
,
9
7
0

1
2
,
0
0
6

1
2
,
1
2
3

1
2
,
1
0
6

1
1
,
8
7
1

1
0
,
4
7
1

1
4
,
9
8
8

1
5
,
0
5
6

1
5
,
1
0
8

差
　

引
L
=
K
-
J

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

I
/
(
A
-
B
)

L M
=
A
-
B

L
/
M
×

1
0
0

N O P N
/
P
×

1
0
0

 
健

全
化

法
施

行
規

則
第
６

条
に

規
定

す
る

解
消

可
能
資

金
不

足
額

 
健

全
化

法
施

行
令

第
1
7条

に
よ

り
算

定
し

た
事

業
の
規

模

 
健
全
化

法
第
2
2
条
に
よ
り

算
定
し
た

資
金
不

足
比
率

累
積

欠
損

金
比

率
(
％

)

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益

 
地

方
財

政
法

に
よ

る
資

金
不

足
の

比
率

 
 
 

項
　

　
　

目

収 　 益 　 的 　 収 　 支

収 　 　 入 支 　 　 出

不 良 債 務

 
地
方

財
政
法
施
行
令

第
1
9
条
第
１
項

に
よ
り
算
定

し
た
資
金
の
不

足
額

 
健

全
化

法
施

行
令

第
1
6条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の
不

足
額



13 

 表
－

４
　

資
本

的
収

支
決

算
決

算
予

算
（

単
位

：
千

円
）

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

H
3
0

R
0
1

R
0
2

R
0
3

R
0
4

R
0
5

R
0
6

R
0
7

R
0
8

R
0
9

R
1
0

R
1
1

R
1
2

企
業

債
1
6
3
,
2
0
0

4
8
6
,
9
0
0

1
8
5
,
8
0
0

2
9
3
,
9
0
0

1
9
1
,
7
0
0

5
0
1
,
8
0
0

1
5
5
,
6
0
0

2
2
8
,
8
0
0

2
1
5
,
1
0
0

2
8
9
,
6
0
0

4
0
9
,
4
0
0

3
3
3
,
0
0
0

3
1
8
,
0
0
0

う
ち

資
本

費
平

準
化

債
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

他
会

計
出

資
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

他
会

計
補

助
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

他
会

計
負

担
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

他
会

計
借

入
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

0
0

0
0

0
0

8
2
9

2
9
,
8
7
1

3
1
,
2
9
1

4
2
,
1
1
8

5
1
,
8
3
6

5
0
,
9
2
3

4
8
,
7
3
8

固
定

資
産

売
却

代
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

工
事

負
担

金
1
7
,
3
4
8

9
6
4

8
,
4
5
0

8
,
4
5
0

8
,
4
5
0

8
,
4
5
0

8
,
4
5
0

8
,
4
5
0

8
,
4
5
0

8
,
4
5
0

8
,
4
5
0

8
,
4
5
0

8
,
4
5
0

そ
の

他
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

　
計

A
1
8
0
,
5
4
8

4
8
7
,
8
6
4

1
9
4
,
2
5
0

3
0
2
,
3
5
0

2
0
0
,
1
5
0

5
1
0
,
2
5
0

1
6
4
,
8
7
9

2
6
7
,
1
2
1

2
5
4
,
8
4
1

3
4
0
,
1
6
8

4
6
9
,
6
8
6

3
9
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（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 
 

① 収支計画のうち投資についての説明 
 

収支計画のうち投資（建設改良費）は、国営環境保全型かんがい排水事業が主体となっている「別

海町第７次計画」及び改修事業のほか、更新需要、量水器設置費及びその他の合計5,945,681千円を

予定しています。 

 

ここで、令和11年度から計上している更新需要は令和元年度のアセットマネジメントにおける中

長期計画としてのアウトプットであり、実施時期が近付いた段階で対象施設の老朽度などを確認し、

再度見直し等を行う予定です。 

 

項 目 金額(千円) 備 考 

建
設
改
良
費 

別 海 町 第 ７ 次 計 画 2,264,985  

施 設 改 修 事 業 1,974,150  

更 新 需 要 878,664 中長期計画につき、今後見直す予定 

量 水 器 設 置 費 729,751  

そ の 他 98,131  

合  計 5,945,681  

    

 

 
図－10 収支計画のうち投資（建設改良費） 
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② 収支計画のうち財源についての説明 
 

収支計画のうち、主要な財源となるのは収益的収入では料金収入、資本的収入では企業債及び国

庫補助金です。 

また、一般会計からの総務省基準に基づく繰入金や、基準外繰入金もあります。 

 

項 目 主 要 な 財 源 の 概 要 

料 金 収 入 現在のところ、料金改定は予定していません。 

企 業 債 建設改良費の一部に企業債を使用しています。 

国 庫 補 助 金 
農業用用水事業が主体となって施設、設備及び管路の更新が進められています。

また、各種補助金も使用を予定しています。 

繰 入 金 
一般会計からの総務省基準に基づく繰入金として、消火栓及び児童手当に関す

る繰入金の使用を継続する予定です。 

    

 

 
図－11 建設改良費の財源 

 

 

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 
 

収支計画のうち、投資以外の経費及び積算の考え方は次のとおりです。 

 

項 目 主 要 な 財 源 の 概 要 

職 員 給 与 費 対象職員数の増減なし、金額の増減なしと仮定します。 

経 費 動力費、修繕費、材料費及びその他（経費）は一定額とします。 

減 価 償 却 費 
既存資産の減価槽償却費予定額に、更新等資産の減価償却費を加算して計上し

ます。 

支 払 利 息 
既存企業債の支払利息に、今後計画している企業債の支払利息を加算して計上

します。 

企業債償還金 
既存企業債の償還金に、今後計画している企業債の償還金を加算して計上しま

す。 
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

 

① 投資について検討状況等 
 

投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組のうち、投資についての検討状

況は次のとおりです。 

 

民 間 活 用 現時点で導入、活用予定はありません。 

施設・設備の廃止・統合 

（ダウンサイジング） 

基幹産業である酪農業が使用する営農用水に占める割合が多く、広大な面積

を有する地理的条件により、ダウンサイジングの予定はありません。 

施設・設備の合理化 

（スペックダウン） 
管路の更新にあたっては、経済性の優れた管へ順次切り替えていきます。 

施設・設備の長寿命化

等 の 投 資 の 平 準 化 

過度な将来負担とならないよう適切に更新を検討し、投資規模の平準化を進

めていきます。 

広 域 化 特にありません。 

そ の 他 の 取 組 特にありません。 

 

 

② 財源について検討状況等 
 

投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組のうち、財源についての検討状

況は次のとおりです。 

 

料 金 

今回の計画期間においては、料金改定は予定していません。 

今後、現在検討中の施設改修や管路等更新を具体化し、安定した経営を持続す

るため料金改定についての検討が必要です。 

企 業 債 

事業費（建設改良費）の一部に企業債を使用することを計上済みです。 

施設改修や管路等更新の投資負担にあたり世代間負担の公平を確保していき

ますが、将来世代に過度な負担を強いることがないよう努めます。 

繰 入 金 一般会計からの繰入金は総務省の基準内です。 

資産の有効活用等に

よる収入増加の取組 
予定はありません。 

そ の 他 の 取 組 特にありません。 
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③ 投資以外の経費についての検討状況等 
 

投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組のうち、投資以外の経費につい

ての検討状況は次のとおりです。 

 

委 託 料 
現況で一定として計上しています。 

物価上昇等外的要因も踏まえ適切な対応に努めます。 

修 繕 費 
現況で一定として計上しています。 

物価上昇等外的要因も踏まえ適切な対応に努めます。 

動 力 費 
現況と同様に計上していません。 

物価上昇等外的要因も踏まえ適切な対応に努めます。 

職 員 給 与 費 
現況で一定として計上しています。 

一般会計に準じて適正化を図ります。 

そ の 他 の 取 組 特にありません。 

 

 

 

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 
 

別海町水道事業においては、既に水道事業ビジョン及びアセットマネジメントを作成し、見直し

も行っています。 

 

今回作成した経営戦略については、先行して作成済みの下水道事業と同様に、毎年度の進捗管理

（モニタリング）と３～５年ごとの見直し（ローリング）により、投資・財政計画と実績の乖離の検

証と、将来予測及び収支バランスの維持に向けた取組等について検討し、必要に応じて修正を行い

ます。 

 

 

 


